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はじめに 

 Salmonella Enteritidis(SE)は，1989 年頃から国内のサ

ルモネラによる集団発生事例の原因血清型のトップを占

めるようになった．その後、件数は減少してきたものの，

現在も多くの事例で SE が分離されている．山口県におい

ても，SE による食中毒が多数発生しており，重要な食中

毒細菌のひとつである．一方で，県内の SE の特徴として，

平成 8 年頃からリシン脱炭酸酵素(LDC)陰性の SE が検出

され始めたことがあげられる．LDC 陽性はサルモネラを

同定する上できわめて重要な性状のひとつであるが，県内

では，平成 15 年度から，LDC 陰性株による事例が優勢を

占めるという他県には認められない独特の様相を示して

いる 1,2)．    

今回，平成 14 年度～平成 22 年度の 9 年間の SE による

食中毒事例を分析し、LDC 及びファージ型の推移をまと

めた．また，散発事例株の対照として，県内の 1 医療機関

で分離された SE 株についても同様にまとめ，比較検討を

行った． 

 

材料及び方法 

１ 食中毒事例分析と供試菌株 

 平成 14 年度～平成 22 年度の 9 年間において，県内で

発生した SE を原因とする食中毒あるいは食中毒様事例

(食中毒事例)，34 事例について分析を行った．供試菌株

として，SE が検出された 34 事例 184 株と，食中毒事例

に関連して採取された養鶏場の鶏糞から分離された 1 株

の計185株を用い，また，散発事例株との比較のために、

同時期に県中央部の 1 医療機関で分離された 96 株を用

いた． 

２ LDC 

LDC は，供試菌株すべてについて，LIM 培地(日水製

薬，極東製薬工業)及び ID テスト EB20(日水製薬)を用

いて活性の有無を調べた． 

３ ファージ型(PT) 

供試菌株のうち，食中毒事例株及び鶏糞由来の 185 株

と平成 14年度～平成 18年度に医療機関から分離された

70 株の計 254 株について，国立感染症研究所細菌第一

部に送付し，型別を依頼した． 

 

結果 

１ 食中毒事例の発生状況  

 表 1 に示すとおり，SE による食中毒事例は，平成 15

年に 12 事例と多発したものの，その他の各年度では各 0

～5 事例の発生にとどまっていた．また，平成 19 年度と

平成 22 年度には発生がなかった．感染地については，

34 事例中 32 事例は県内での感染であったが，平成 15

年度の 1 事例と平成 21 年度の 1 事例の計 2 事例につい

ては，県外での感染であった．発生月別には，図 1 に示

すように，9 月にピークを示し，他の細菌性食中毒と同

様に，気温の高い時期に多く発生していた．最も多かっ

た 9 月の事例数は 10 事例(29.4%)で，次いで 7 月の 6 事

例(17.6%)，8 月の 5 事例(14.7%)，6 月及び 10 月の各 4
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表 2 食中毒事例由来株の年度別の LDC 及び PT の結果(事例数) 

LDC PT 
H14 

(2002) 

H15 

(2003) 

H16 

(2004) 

H17 

(2005) 

H18 

2006) 

H20 

 (2008) 

H21 

(2009) 

＋ 

4 3 5※1 0 0 0 0 0 

14b 0 0 0 0 0 0 1※1 

29 0 1 0 0 0 0 0 

小計 3 6 0 0 0 0 1 

－ 

4 2 4 0 3 1 2 2 

14b 0 3※2 4 0 3 0 1 

小計 2 7 4 3 4 2 3 

計 5 13 4 3 4 2 4 

※1：県外での感染事例 1 事例を含む 

※2：養鶏場鶏糞からの分離株事例を含む 

 

表 3 医療機関由来株の年度別の LDC 及び PT の結果(分離菌株数) 

LDC PT 
H14 

(2002) 

H15 

(2003) 

H16 

(2004) 

H17 

(2005) 

H18 

(2006) 

H19 

(2007) 

H20 

(2008) 

H21 

(2009) 

H22 

(2010) 

＋ 

4 11 4 1 0 0 NT NT NT NT 

14b 0 0 0 0 0 NT NT NT NT 

1 0 0 1 0 1 NT NT NT NT 

RDNC 0 1 0 0 0 NT NT NT NT 

小計 11 5 2 0 1 0 0 3 2 

－ 

4 4 2 3 2 5 NT NT NT NT 

14b 0 2 14 8 11 NT NT NT NT 

小計 4 4 17 10 16 4 10 2 5 

計 15 9 19 10 17 4 10 5 7 

NT : Not Typing

 

考察 

サルモネラによる食中毒は，その大半を占める SE によ

る食中毒事例の減少に伴い，1999 年頃に比較して大幅に

減少した 3)が，地研・保健所で分離されたヒト由来サルモ

ネラ検出数 4)によると，最も多い血清型は，2010 年にお

いても SE が 1 位を占めている． 

  県内の SE 事例の発生状況は，平成 15 年度に 12 事例と

多発し，その後，減少し横ばいの傾向となっている．平成

15 年度を境に，食中毒事例由来株だけでなく，医療機関

由来株においても LDC 陰性株が優勢に転じ 1,2)，LDC 陰

性株はその後，県内感染の SE 食中毒事例のすべてを占め

るようになった．平成 22 年度には SE による食中毒は発

生していないものの，医療機関由来株における分離状況か

ら，この傾向はさらに継続すると推察された．このような

理由から，平成 15 年度は県内の SE 食中毒の発生様相が

大きく変化した年であったと考える． 

  LDC の陰性化のメカニズムは，Morita ら 5)によって

CadC 遺伝子の 1 塩基欠失であることが明らかにされたが，

県内で，LDC 陰性株が優勢に転じた理由は明確にされて

いない．平成 15 年度において，SE 食中毒事例が多発した

際に，1 養鶏場の鶏糞から LDC 陰性の SE が分離され，

重要な感染源のひとつとして推察されたが，食中毒事例の

発生は県内一円にまたがっており，他にも流通，他農場で

の鶏における LDC 陰性 SE の新たな保菌など，いくつか

の要素の関与が推察される．また，鶏糞からの分離株を含

む平成 15 年度の 6 事例から分離された LDC 陰性株は，

XbaⅠ及び BlnⅠを用いたパルスフィールドゲル電気泳動

法による解析では同一パターンを示した 6)が，PT は 4 と
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14b の 2 型に分かれており，複数の感染ルートの可能性に

ついても考慮する必要がある． 

PT14b については，県内における初めての分離時期が，

平成 15 年(2003 年)の 8 月で，食中毒事例と医療機関の両

方で同時期に分離されており，この時期に，新たに侵入し

てきた可能性が高いと推察される．国内では，PT14b は

2002 年～2005 年にかけて増加し，2008 年には，最も多

い PT となっている 7,8)．また，英国において，スペイン産

の卵に関連して，2001 年以降に急激な増加が指摘されて

いる 9,10)ことから，海外から侵入してきた新しいクローン

の可能性も考えられる．県内では，平成 21 年度に県外感

染事例から LDC 陽性の PT14b 株が分離されているが，

LDC 陰性の PT14b 株は平成 20 年度以降の食中毒事例か

らは分離されておらず，今後の動向が注目される． 

SE による食中毒の特徴は，卵関連製品を原因とするも

のが多くを占め，患者数 500 人を超える大規模事例や全身

感染をはじめとする重症例の発生などがあげられ，近年，

減少傾向にはあるが，依然として十分警戒しなければなら

ない食中毒の一つである．今後も，県内における LDC 陰

性株とその PT の動向などを考慮しつつ，感染経路の究明

に努力するとともに，衛生管理の徹底や啓発などの SE 食

中毒発生予防対策を継続して実施していく必要がある． 
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